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１．幻滅期を迎えたブロックチェーン 

仮想通貨ビットコインの基盤技術として登場したブロックチェーンは、その技術の汎用性・有用性から金

融、貿易、公共、エネルギーなど幅広い分野で活用が期待されている。ブロックチェーンは 2015 年頃から

実証実験が活発になり、これまでに多くの企業がさまざまなユースケースに取り組んできた。しかし、実用

化に至ったケースは少なく多くの取組は頓挫したか、または実証実験の段階に留まっている。 

2019 年 10 月に発表されたガートナーのレポートでは、「ブロックチェーンは幻滅期の谷底へ向かってい

る」という見解が示されている1。ガートナーのいう「幻滅期」とは、実験や実装の成果が上がらず、テクノ

ロジーや市場への関心が薄れたフェーズを指す。これは、技術に対する過度な期待や幻想が消え、人々が正

気を取り戻し、ブロックチェーンが何の役に立つのかを改めて考え直す時期にきたことを示している2。 

 

２．実用化の最大の障壁はスケーラビリティ  

ブロックチェーンは、特定の管理者が全ての情報を保有・管理するのではなく、全ての参加者がお互いに

同じ台帳を共有し、管理する仕組みである。全員が同じ台帳を共有することで相互検証を可能とし、極めて

高い改ざん耐性を実現している。参加者の誰が見ても同じように見えていることが担保されている情報共有

技術であり、分散型台帳技術（DLT : Distributed Ledger Technology）とも呼ばれている3。ブロックチェー

ンには、価値の移転を記録するだけでなく、所定の条件を満たすと自動的に契約や取引が執行される機能・

プログラム（＝スマート・コントラクト）を組み込むことが可能である。これにより通貨・送金だけでなく、

例えばマッチングから約定・決済までを自動で行う電力取引への応用やシェアリングサービスへの応用など、

非金融分野での活用の可能性が広がった。 

現在のところ、実用化の最大の障壁はスケーラビリティ（利用者や処理量の増大にシステムが対応できる

能力・度合い）である。ブロックチェーンの技術的特質は「特定の管理者に頼らず、参加者間の合意によっ

て情報の信頼性を担保する」ことだが、これを実現するために非常に手間のかかる仕組み（コンセンサス・

アルゴリズム）を設けている（ただし、後述するように管理者が存在する形態もある）。そのため、ブロック

チェーンは従来のシステムに比べてトランザクションの処理速度が遅いという弱点がある。加えてスマート

コントラクトを実装すると、ビットコインのような通貨の取引（価値の移転）だけのブロックチェーンより

もはるかに大きな処理能力を必要とする。トランザクションとスマートコントラクトの実行件数が増加した

ときに実用に耐える処理性能がないことが、ビジネス活用にあたってネックとなっている。スケーラビリテ

ィ問題は、パブリック型ブロックチェーン（後記３．（１）参照）においてより顕著であり、その性能向上に

は数年を要すると言われている。 

ブロックチェーンは過度な期待と幻想が 

消えて新たな段階へ  
～実用化への険しい道のりと将来への期待～ 

仮想通貨で注目されたブロックチェーンは幅広い分野での活用が期待され、これまで数多くの実証実験が積み重

ねられてきたが、スケーラビリティが障壁となり社会での実装が進まず幻滅期に入っている。そのような中、ク

ラウド上でブロックチェーンの開発・実行環境を提供するサービス（BaaS（バース））の進展により、サプライ

チェーンの透明性の向上や社会課題の解決に応用する事例も出てきている。また、企業の垣根を超えた業界コン

ソーシアムを組成し、業界を挙げて新ビジネスの創出を目指す動きも見られる。既存ビジネスの改革や新ビジネ

スを創出しうるテクノロジーとして、ブロックチェーンに対する期待は今も高い。 
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３．BaaS によるコンソーシアム型ブロックチェーンの進展 

（１）非中央集権型プロジェクトは３％ 

幻滅期を迎えたブロックチェーンだが、一方で「BaaS（Blockchain as a Service）」の進展によってコン

ソーシアム型ブロックチェーンを開発する敷居は下がってきている。BaaS とは、クラウド上でブロックチ

ェーンの開発・実行環境を提供するサービスのことをいい、2018年頃からMicrosoft、IBM、SAPといった

大手 ITベンダーが相次いで提供を開始した。 

ブロックチェーンはビッドコインのように誰もが参加できる「パブリック型」、承認されたノードだけでネ

ットワークを構成する「コンソーシアム型」および「プライベート型」の３形態に分類される（図表１）。ブ

ロックチェーンの本来の形態

は、管理者に頼らずに信頼を担

保する非中央集権型のシステ

ムであり、パブリック型がそれ

に該当する。 

しかし、企業では、参加者を

限定することで合意形成を早

めるコンソーシアム型または

プライベート型のブロックチ

ェーンを用いるケースが大半

である。ケンブリッジ大学がブ

ロックチェーンの活用に取り

組む企業を対象に行った調査では、非中央集権型のプロジェクトはわずか 3％であった4。 

大手 IT ベンダーがコンソーシアム型を想定した BaaS に力を入れていることから、企業間連携によるコ

ンソーシアム型ブロックチェーンの事例が今後も増えていくものと予想される。 

 

（２）BaaS を活用して既存ビジネス改革と社会課題の解決を目指すスターバックス 

BaaSを活用した事例としてスターバックスコーヒー（以下、スターバックス）の取組を紹介する。 

スターバックスは、マイクロソフトが提供する BaaS（サービス名：Azure Blockchain Service）を利用し

てコーヒー豆のトレーサビリティシステムを構築したと発表した5。スターバックスは、フェアトレードの実

現のために、コーヒー豆のサプライチェーンの透明性の向上に取り組んできた。フェアトレードとは、立場

の弱い途上国の生産者を配慮した取引のことをいう6。 

図表２はブロックチェーンを活用したフェアトレードの追跡のイメージである。コーヒー豆のサプライチ

ェーンは「小規模農家 > 輸送業者 > 製造工場 > 配送業者 > 販売店 > 顧客」の順に移っていく。このと

き各々の取引情報（日時、出荷したコーヒー豆の種類・量など）を、IoT デバイスを使ってコーヒー豆の袋

に付与したコードを読み取ることで逐次ブロックチェーンに記録していく。この記録は消費者から可視化さ

れており、消費者がスマートフォンのカメラでコーヒー豆の袋をスキャンするとコーヒー豆の来歴が確認で

き、フェアトレードであるかどうかを調べられるようになっている。 

ブロックチェーンを使ったトレーサビリティシステムとしては、ウォルマートが生鮮食品の来歴管理に利

用している IBMの「Food Trust」が以前から有名である。Food Trustでは、ブロックチェーンの構築から

運用まで IBMがサービスとして提供しているのに対して、スターバックスの事例では、自社で構築・運用が

できるという違いがある。 

≪図表１≫ブロックチェーンの３形態 

（出典）SOMPO未来研作成 

パブリック型
（ビットコインが典型例）

コンソーシアム型
（業界団体などがグループで利用）

プライベート型
（特定組織内で利用）

管理者 なし あり あり

参加者の範囲 誰もが利用できる 承認された参加企業のみ 個社またはグループ企業

チェーンの

運用主体
誰もが運用に参加 特定の運用者 自社で構築・運用

コンセンサス・

アルゴリズム
（※）

高難度な仕組みが必須

（時間がかかる）

特定者間のコンセンサス

（厳格な仕組みは任意）

組織内コンセンサス

（厳格な仕組みは任意）

（※）分散ネットワーク上で合意形成を行うためのアルゴリズム

非中央
集権的

中央
集権的
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サプライチェーンのトレーサビリティへの応用は、ブロックチェーンの活用領域として有望視されている。

スターバックスの事例は、対象とする生産物によっては、透明性の確保と同時にフェアトレードという社会

課題の解決にもつながるという好例である。 

 

４．新ビジネスの創出を目指すコンソーシアム型ブロックチェーン：MOBI 

企業間において、より本格的なブロックチェーンの活用を目指しているのが自動車業界である。同業界は

2018 年 5 月、モビリティ産業におけるブロックチェーンの標準化と普及促進を目指す「Mobility Open 

Blockchain Initiative（MOBI）」というコンソーシアムを設立した。MOBIには、BMW、GM、フォード、

ホンダといった大手自動車メーカーを始め、ボッシュ、デンソーなどの部品メーカー、あいおいニッセイ同

和損保（米国法人）などが参画しており、2020年 6月現在、参加企業・団体は 80を超えている7。 

2019年 10月、MOBIは最初の標準規格である車両 ID（VID: Vehicle ID）を用いた実証実験の開始を発

表した。自動車メーカーの垣根を越えて車両 ID およびそれに関連する情報がブロックチェーンを介して共

有されると、さまざまなモビリティサービスの相互運用が実現する可能性がある（図表３）。 

例えば、駐車場や高速道路の

料金所における支払いは VID

に紐付けられたブロックチェ

ーン上のウォレットからトー

クン（暗号資産）で支払われ、

車両が検出したイベントをト

リガーとするスマートコント

ラクトによって自動的に決済

される。また、カーシェアリン

グにおける利用ベース保険の

契約と本人確認がその場で可

能となったり、ブロックチェー

ンに記録された走行距離や修

理履歴は改ざんできないので

中古車取引の信頼性が向上し

たりすることなどが考えられ

る。 

≪図表2≫ブロックチェーンを使ってフェアトレードを追跡する 

 
（出典）Blockchain as a Service 最新情報と新サービスにおけるブロックチェーンアプリ開発手法 

＜https://www.slideshare.net/kazumihirose/decode-2019-cd09-build-2019-blockchain-as-a-service?fbclid 
=IwAR2ONtFMG2gQQGPoJkeXYm3xxHMEG930Sw6ivMnNxj_WaIaBZVQtbJZ-umY＞ 

 

≪図表３≫車両 ID の標準化で想定されるサービス 

 

 
（出典）MOBI「車両 IDビジネスの概要報告」をもとに SOMPO未来研作成 
＜https://dlt.mobi/wp-content/uploads/2020/04/DLT-based-VID-Business-Review.pdf＞ 
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MOBIのその他の主な取組としては「MOBI Grand Challenge」の開催がある。これはモビリティ分野に

おけるブロックチェーンを活用した事業・企画の提案を募るプログラムで、2020年 6月までに２回開催され

ている8。 

来たるコネクトテッドカー時代における多様なモビリティサービスの実現には、メーカーやサービス事業

者の垣根を超えたデータの相互運用が重要となる。ブロックチェーンはその基盤となるテクノロジーである。

MOBIの情報はあまり公表されていないが、企業の垣根を超えた巨大ブロックチェーンコンソーシアムを形

成して新サービス創出を目指すその取組は大いに注目される。 

 

５．今後の展望 

ブロックチェーンは幻滅期にあるものの、既存ビジネスの改革や新ビジネスを創出しうるテクノロジーと

して期待されていることは変わらない。特に本稿でも取り上げたサプライチェーンへの応用は、ブロックチ

ェーンの活用領域として非常に有望視されている。サプライチェーンの可視化による在庫やロスの削減、問

題発生時の迅速なトレースなどサプライチェーンに関する企業の関心は高く、今後さらに活用事例が増えて

いくと予想される。また、これまでの企業のコンソーシアム型ブロックチェーンは、台帳の共有によるプロ

セスの共有やスマートコントラクトによる手続きの自動化など既存ビジネスの合理化を目指すものが中心だ

ったが、今後は自動車業界のMOBIのように、データを広く共有することで新たなビジネスの創出を目指す

業界コンソーシアムの組成が進んでいくと考えられる。 

 

【BOX】ブロックチェーンのインターオペラビリティ（相互運用性） 

ブロックチェーンの技術的課題として本文でスケーラビリティの問題に触れたが、もう一つ今後の大き

な課題とされているのが「インターオペラビリティ（ブロックチェーン間の相互運用性）」である。ひと口

にブロックチェーンといっても何種類ものプラットフォームが存在し、個々の規格・仕様は異なる。現状

では異なるブロックチェーンプラットフォーム間でデータを共有したりトークンを移転したりすること

ができず、このまま将来互換性のないブロックチェーンが増えていくと、結局のところ使い勝手が悪く、

ブロックチェーン自体の発展や普及も頭打ちになってしまう可能性が指摘されている。 

ブロックチェーン間を直接つなぐ技術は「クロスチェーン」と呼ばれ、現在複数の技術開発が進められ

ている。クロスチェーンが実現すれば、異なるブロックチェーン間でデータの共有・移転、トークンのや

りとりが可能となり、Aというブロックチェーンサイドで起こったイベントをトリガーとして、Bという

ブロックチェーンサイドでトークンを支払うなどの相互運用も可能になる。 

ただし、世界経済フォーラム（WEF）が 2020年 4月に公開した白書によれば、企業用途としてのブロ

ックチェーンの相互運用性のレベルは、現状ではまだ低すぎるという9。WEFの調査によると、ブロック

チェーンの相互運用性の問題は主としてパブリック型ブロックチェーンにおいて議論されてきた経緯が

あり、プライベート型またはコンソーシアム型については取り残されたままである。 

なお、相互運用性の向上にはクロスチェーンによってブロックチェーン間を直接結ぶ方法以外に、ブロ

ックチェーン間のインターフェースを定め、標準化することでデータのやりとりを行う方法もある。現在

ISO がブロックチェーンの標準化に着手しているほか、EU が NATBA という独自の標準化組織を 2019

年 4月に立ち上げている。また、2019年 10月に「ブロックチェーン国家戦略」を発表した中国は、同年

11月に国内のブロックチェーン技術の一元化・標準化を進める標準化委員会を設立した。このようにブロ

ックチェーンの標準化を巡っては、国・世界レベルでの標準化を狙った動きが活発化している。 

 【主任研究員 内田 真穂】 
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1 ガートナー「ブロックチェーン・テクノロジのハイプ・サイクル：2019年」における見解。 

＜https://www.gartner.com/jp/newsroom/press-releases/pr-20191018＞ 

米国のコンサルティング会社ガートナーは、新しいテクノロジーの登場によって生じる過度の興奮や誇張（hype、ハイ

プ）、それに続く失望を「ハイプ・サイクル」を用いて説明している。同社は、テクノロジーは黎明期、「過度な期待」のピ

ーク期、幻滅期、啓蒙活動期を経て、生産性の安定期に向かうとしている（普及せずに終わるテクノロジーもある）。ハイ

プ・サイクルはこれを視覚的に表した図であり、同社による造語である。 
2 赤羽善治「幻滅期に入ったブロックチェーン ～本質を理解するために～」（ビジネスコミュニケーション 2019 Vol.56  

No.4）＜https://www.bcm.co.jp/bcm/wp-content/uploads/2019/04/P18-19.pdf＞ 
3 同上 
4 Michel Rauchs, Apolline Blandin, Keith Bear, Stephen McKeon, “2ND GLOBAL ENTERPRISE BLOCKCHAIN 

BENCHMARKING STUDY”, University of Cambridge, 2019 
5 マイクロソフト日本語サイト 2019年 5月 13日ニュースリリース 

＜https://news.microsoft.com/ja-jp/2019/05/13/starbucks-turns-to-technology-to-brew-up-a-more-personal-connection-

with-its-customers/＞ 
6 コーヒー豆は生産のほとんどを途上国の小規模農家が担っている。取引には多くの中間業者が介在し、生産者の状況を無視

した買取価格となる場合が多く、コーヒー豆はフェアトレードの典型的なテーマの一つとなっている。 
7 MOBI公式ホームページ＜https://dlt.mobi/＞ 
8 MOBI Grand Challengeは米国国防高等研究計画局（DARPA）のグランドチャレンジを参考としている。 

＜https://mobihacks-citopia.devpost.com/＞ 
9 世界経済フォーラム“Inclusive Deployment of Blockchain for Supply Chains: Part 6 – A Framework for Blockchain 

Interoperability”, Apr. 2020. 

 
【参考文献】 

・独立行政法人情報処理推進機構「非金融分野におけるブロックチェーンの活用動向調査報告書」（2019年 12月） 

・野村総合研究所「ITロードマップ 2020年版」（2020年３月） 

・小林弘人「After GAFA」（2020年 2月） 

 

 

                                                   


